　「ピアカウンセラー養成講座」受講の稟議書イメージ　
メンタルヘルス対策の一環で、株式会社fUTSU Lab.が主催する「ピアカウンセラー養成講座」を受講いたしたく、稟議申し上げます。

【稟議の背景】

＜まず、社内の状況（メンタル不調者の発生状況等）をご記入ください＞

休職者が１名発生すると、①本人の生産性低下に伴う経済的損失②本人の休職中の経済的損失（本人への給与支払、代替要員確保に伴う人件費増）③周囲に与える悪影響からくる経済的損失（上司の対応コスト、同僚の不快感や不安感、人事部や経営陣の対応コスト）④労務訴訟のリスク⑤風評流布のリスク―など、多大なコストが発生します。保健同人社および三井住友海上火災保険が開発したシミュレーションをソフトによれば、年収５００万円の社員が半年間休職した場合の、企業側のコストは９７０万円にのぼると試算されます。（上記④⑤を含めるとさらにアップ）
さらに、労働安全衛生法の改正などにより、従業員に対するメンタルケアの義務化や精神障害者の雇用義務は、なお一層厳格化されていく流れが確実です。このような中、従来型のＥＡＰ（外注型の従業員支援プログラム）などではなく、当社としても真に効果のあるメンタルヘルス対策を取り入れていく必要があると考えます。
【ピアカウンセラー養成講座について】

同僚社員の不調に早期に気付き、初期的対応ができるスキルを社員に身につけさせるための講座です。（詳細はパンフレット参照のこと）
【ピアカウンセラー養成講座受講の効果】

受講の効果は以下の通りと考えます。

１．悩みを抱えた社員が、人事評価等を気にせず、早期に気軽に相談できる体制が構築できます。

２．理解しにくいメンタル不調の諸症状に対し、理解ある担当者を配置することで悪化を防ぎます。

３．初期的症状であれば、診断したり投薬したり休職させることなく改善できる可能性が高まります。

４．管理職や人事部がメンタル不調者と対応する手間や、周囲の社員への悪影響を減らせます。

５．事例や提案を集め、メンタル不調を生み出す組織風土、組織体質を改善することができます。

これらの効果により、前述した「休職者発生に伴う企業側のコスト」が大幅に削減されることが期待されます。また、社外の講師を招聘して行うメンタルヘルス研修や、外部のカウンセラーに委託するコストの削減にもつながります。

また、社員のメンタルケアに力を入れている企業として、人材採用や社会風評におけるブランディング効果も期待できます。受講をきっかけに、単なる勉強に終わるのではなく、社内システムとして整備していくことを検討いたします。
【受講料】
１名１０万円（税別）
※まずは私（または○○さん）が受講し、その効果を確かめた上で、順次、人事部員およびリーダークラスから人選し、年間１０名程度を受講させたいと考えています。
